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　要約；1992年4月にr育児休業制度」が制定されたが、周囲に家族や身内があったり、各種保育施設が整備される

と・この制度が急速に普及するとは言い難い。このような点からも、0歳の保育二一ズは、今後、高まる可能性が考

えられる。しかし・保育所における0歳の食事は幼児の食事に比ぺ・行政対応が十分とは言えない。そこで、0歳保

育を…醜している271カ所の保育所を対象に授乳・離乳に関する実態調査を行？た。

　①冷凍母乳などにより・約半数の保育所では母乳保育を実施していた。　②離乳の開始の基準、 離乳が完了するま
での区分を設けていないところは・それぞれ12％・30％であった。　③離乳食供与回数は、いずれの月齢においても

1回の保育所が多かった。　④離乳食から1～2歳児の食事への移行に際レて・86％の保育所では何らかの配慮を行

っていたが・1歳未満で1～2歳児食に移行していたところは34％・12カ月を基準にしていたところは53％であ6た

。　⑤栄養基準に基づいて離乳食献立を作成していたところは僅か王／4、約2／3は経験に基づいて、または、1～2

歳・3～5歳児食から適宣取り分けられて離乳食の調贅が行われていた。

見出し語＝保育所給食・栄養法・離乳食・1～2歳児食への移行・離乳食献立
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1緒言
保育所は家庭の保育者に代わって、家庭と同様の保育

をすることを目標にした施誰である。従って、乳幼児が

生涯にわたる人間形成の基礎をつちかう極めて重要な時

期に、生活の大半を保育所で過ごす小児にとって、保育

所の影響力ははなはだ大きいものがある。

　特に、保育所における食事は、小児の心身の成長発育

と健康増進に必要な食物を供給すると共に、食事を通し

て望ましい生活習慣の確立など、その影響するところは

大きく、重要な意義をもつ。保育所における食事は、長

い歴史の中でそれぞれの時代における社会情勢を反映し

て変遷し、また、地域の実情に応じて飛躍的に発展して

きた。そして平成2年に25年ぶりに改定されたr保育所

保育指針」ユ）の中で、r給食」という言葉はr食事』に

変わり、r食事」は心豊かな人間性をもった子どもを育

成す為重要な目標として位置づけられた。しか賦まだ

、改善の余地は残っていると思われる。一方・近年にお

ける女性の社会進出、女性労働力の確保への関心出産

や育児への閲心の高まりにより、平成4年4月にr育児

休業制度」が制定された。しかし、この制度が実施され

ても、周囲に家族や身内があったり、 各種保育施設が整

備されると、この制度が急速に普及するとは言い難い。

このような点からも0歳の保育二一ズはなお高まる可能

性が考えられる。そこで0歳児の健全育成およびよりよ

い育児環境づくりを目指して、保育所給食に関する実態

調査を行った。

た。入所児数は90名以下が37．3％、90～129名が約半数

を占めていた。常勤の栄養士のいるξころは25．8％、非

常勤栄養士を合わせても1／3に満たなかった。

表1対象保育所の性格

H調査対象および方法

調査の対象地区を埼玉、新潟、静岡、滋賀、兵庫、．島

根、広畠、香川、福岡、鹿児島県に定め、全国保育所名

簿2，により定員90名以上刎呆育所を対象に質問紙調査を

行った。

　調査項目は職員構成、乳児・1・ 桐2歳児・3～5歳児
を対象とした栄養給与目標、食品構成、授乳・食事・閤

食時刻、乳汁栄養法、離乳の進め方、離乳食献立・調理

、献立作成と個への対応、・スキムミルクの使用状況・食

生活における問題点等についてである。

　調査期間は1994年1一月～2月、596カ所から回答を得

た（回収率は23ゆ％）。調査表の回答者は所（園）長が
36，2％、’ 母23．6％、調理師（員）24。0％、栄養士14．9

％、看護職1．0％、その他0，3％であった。

　調査対象の性格を表1に示す。対象の65，1％は社会福

祉法人、市立23．3％、町立9。7％、その他L9％であっ

実数（ヵ所）　比率（％）・

市　立
48

23．3

設 町　立
20

9．7

｛払 社会福祉法人
134

65．1

主 その他 4 1．9

体 不　明
65

合　計
271

100．0

～59
28

11．0

入 70～89
67

26．3

所 0～109
73

28．6

児 110～129
49

19．2

数 130～
38

14．9

不　明
16

合　計
271

100．0

皿　調査結果およぴ考察

1．0歳児保育の実態

　596カ所の中、0歳児保育を行っていた所は271カ所

　（45．5％）であった。

　0歳児の受け入れは時期は2カ月未満が26。3％、2～

4ヵ月未満33。5％、4ん6カ月未満10、0％、6～8ヵ月

未満24．3％、8ゐ月以上6．0％であった。1992年r社会

福祉施設調査報告書」3，によるO歳児の入所時月齢別内

訳と比較すると、今回の調査対象において侮月齢時から

の入所割合が高かった。0歳児の入所数は1 ～5人が63
．5％、6～10人29．9％、11人以上6．6％であっな。

　0歳児保育と栄養士の配置状況との関係をみると、入

・所月齢が3カ月以降のところに比べ・ 3カ月未満のとこ

ろに栄養士の配置率が高く、また、0歳児数が6人以上

の場合にその割合は高かった。しかし、いずれの場合に

おいても有意性は認められなかった。

2．o歳児に与えている乳汁

保育所で与えている貌汁の種類を調べその糸課を表

2に示す。54．8％の保育所では母乳を与えており、一律

に粉ミルクを使用しているところは4L7％、保護者の希

望があれぱ母乳保育を受け入れるところが3．5％であっ
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表2　保育所で与えている乳汁

実数（カ所）　比率（％）

母乳を与える

　　授乳時刻に母親が来所する

　　搾乳したものを冷蔵庫に保管、授乳時刻に加温する

　　冷凍母乳を冷蔵庫・冷凍庫に保管、授乳時刻に加温する

　　その他

全員に粉ミルクを与える

　　入所する前に与えていたミルクを使用する

　　保育所で決めたミルクを一律に使用する

その他

142、

　75

　29

　106

108

　 94

　17
　9

54．8

　54．0

　20．9

　76．3

　1．4
41 17

　84．7

　15．3

3．5

た。昭和50年から母乳推進運動が展開されており4）、そ

の効果が明らかにされているが6レ、保育所においてもそ

の影響越現れていた。

　母乳の与え方を複数回答で調査した。いわゆる「冷凍

母乳」の方法をとっていたところが76・ 3％・「授乳時に

母親が来所する』54 ，0％、 「搾乳して冷蔵庫に保管し、

授乳時刻に加温する」20，9％であった。この方法におい

ては、特に低月齢の乳児は細菌に対する抵抗力の弱いの

で、・ その取扱に十分注意することが望まれる。

　0歳児の入所時期と母乳保育との闘係をみると、3カ

月未満で受け入れていたところでは75，3％が母乳を与え

ており・3～5カ月未満では62・5％・5カ月以降では22

・4％に減少し・この差に有意であった（κ2 検定pく0・

001）・。

さらに・0歳児の入所数との関係をみる

と・母乳保育の受け入れはg歳児の人数ど

6カ月未満で受け入れていた場合には、60．7％の保育所

は一律にミルクを使用していた。それゆえ・現在ではか

り授乳に関する配慮がされていることが示唆される。

3．牛乳、離乳期・幼児期用粉乳の使用

　母乳保育が不可能は場含には、その代替となるものは

r育児用粉乳」で、人工栄養の場合にはこれを用いるこ

とが望ましい。そこで保育所における牛乳の使用（飲用

）、または、離乳期・幼児期用粉乳（フォローア甲ブミ

ルク）の使用状況を調べ、その結果を表3に示す。牛乳

についてみると、使用していないところは1／3弱で、71

．6％は使用していた。使用開始月齢は9～12カ月未満が

44．3％、1β～16カ月46．9％であったが、9カ月未満のと

表3　牛乳、離乳期・幼児期用粉乳の使用

比例しており、1～5人の所では45．6％、

6～10人71．4％、11人以上75．0％で、この

差は有意であった（冗2検定p〈0．05）。

また、栄養士が配置されていた場合に母乳

保育の実施率が高ぐ、冷凍母乳法を取り入

れていた割合牟高かった。0歳児数が多く

栄養士が配置されていた場合には、母乳保

育の体制が整備されてのることが明らかに

された。

　r方、粉ミルクを便用していた場合、β4

．
7％の所は～ 入所する以前に与えていたミ

ルクを使用していた。特に、0歳児数力沙

なレ“易合（6人未満）、または、栄養士が、

配置きれていたところにこの傾向が強かっ

た。 著者らが1978年に行った調査によると6，

実数．（カ所）　・比率（％）

牛

乳

離

乳

o

幼

児、

馬

使用している

　　6カ月未満

　　6～8カ月

　　9～11カ月
　　12～16ヵ月

使用していない・不明

194

77

1
16

86

91

71．6　

　0．5

　8．
3

　44．3

　46．9

28．4

使用していない

使用している

　　6カ月から使用のもの

　　9カ月から使用のもの

　　特に決めていない

　　無記入

不明

106

133

32

47

47

38

1

44．4

55．6

　35甲6

　35．6

　2818
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ころが8，8％認められた。牛乳の使用開始と0

歳児数および栄養士の有無との間に明らかな関

係は認められなかった。「離乳の基本」7》では

牛乳の栄養バランスや栄養素の消化吸収の点か　　　　開

ら、牛乳の使用は9カ月以降が望ましいとして

いる。　　　　　　　　　　　　　　　始
　離乳期・幼児期用粉乳についてみると、約半

数の保育所で使用していた。6カ月・または・完
9カ月から使用する所がそれぞれ35・6％であつ　　　了

たが、約1／3の所は特に使用開始月齢を決めて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　迄
いなかった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
　0歳児の入所時期とこの粉乳の使用状況との
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区
関係をみると、入所時期が3～5カ月未満の場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分
合には、3カ月未満、または、5カ月以降の場

合に比べこの粉乳を使用している割合が有意に

低かった（κ2検定p＜0．05）。使用開始月齢との関係

をみると、入所時期が3～5カ月未満では6カ月から使

用する割合が高く、3カ月未満、または、5カ月以降の

場合には、特に決めていない割合が高かった。また、0

歳児数が少ない場合にこの粉乳を使用していた割合が高

く、1～5人の場合に使用開始月齢を特に決めていない

割合が高からた。しかし、いずれの場合においても、有

意性は認められなかった。

　厚生省心身障害研究班の報告8》によると、離乳期・幼

児期用粉麗は牛乳の代替品として位置づけられており、

従ってその便用開始は9カ月からが望ましいとされてい

る。牛乳または離乳期・幼児期用粉乳の使用に当たって

適切な指導が望まれる。

表4離乳の進行

実数（カ所）　比率（％）

決めていない

決めている

入所前に開始している

その他

31

172

47

　7

12．1

66．9

18．3

2．7

区分していない

区分している

　　1カ月単位

　2区分

　3区分
　4区分

77

177

　15

　16

　127

　19

30．3

69．7

　8、5

　9．0

71．8

10．7

4。｛呆鰍における離浮し噺
離乳の開始から完了までの間をどのような進行区分を

設定するかは、0歳児の保育開始月齢やその受け入れ人

数および人手や調理設備などによりかなり左右される。

そこで、離乳の開始と完了までの経緯について調査し、

その結果を表4に示す。

　離乳の開始時期についてみると、約2／3の保育所では

開始の時期を決めており・その時期は5カ月が多く・決

めていないところは12．1％であった。

　0歳児の受け入れ時期との関係をみると・5カ月以降

に受け入れていた場合には、当然のことながらr入所前

に開始レている』割合が高かった。しかし、5カ月未満

ではいずれの時期においても差は認められなかった。

　0歳児の入所数との関係をみると、開始時期を決めて

いるところは1～5人のところに少なく、保育児数の増

加に伴ってその割合は有意に高くなった（冗2検定pく

0。01）。

栄養士が配置されていたところは離乳開始時期を決め

ている割合が高く、栄養士のいないところではr決めて

いない」、　r入所前に開始している」が多かった。

　離乳が完了する迄の経緯を全体についてみると、 区分

して進めているところは69．7％、区分の1土方は3区分が

多かった。

　0歳児の受け入れ時期および乳児数との関係をみると

、受け入れ時期が5カ月未満の場合、また、乳児数が多

い程、離乳時期を区分して進めている場合が有意に多か

った（それぞれκ2検定p＜0，001、　pく0，05）。特に

5カ月未満で受け入れていた場合には、3区分の寄恰が

全平均よりも高く（75～85％）、また、4区分も10～18

％みられた。5～7カ月未満で受け入れるところでは3

区分の割合が約65％に減少し、2区分または1カ月単位

の割合が増加していた。

5．月齢別にみた離乳食回数

　月齢別離乳食回数を表5に示す。5～6カ月では1回

食のところが88．8～83．3％、7～8カ月で74。5～70。4％

、この頃になると2回食の割合が幾分増加して25％前後

になった。しかし、9～10カ月では2回食の比率は7～

8カ月と殆ど差はなく、1回食が幾分減少し、その分離

乳食を3回供与するところが僅かに増加していた。保育

所で3回食を供与していても、果たして栄養的見地から

望ましい食事が供与されているかが問題である。11～12

カ月では9～10カ月に比べ1回食の割合が増加していた

が、これは1～2歳児の食事に移行させた結果と思われ

る。今回の調査結果と前述の水野らの調査6，とを比較す

ると、5～7カ月で2回食を実施していたところは今回
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水野他：2．保育所給食に関する研究

表5　月齢別離乳食回数
（％）

月齢（カ月）

回答数（カ所）　143　186　200　199　195　199　190　177

1回食
2回食
3回食

88．8　　83．3　　74．5　　70．4　　67．2

10．5　　15．6　　24．5　　27．6　　28．7

0．7　1．1　LO 2．0　4．1

69．3

25．6

5．0

73．2　　75．1

22．1　　19．8

4．7　5．1

の調査に幾分少なく、保育所で供与される離乳食の回数

からみると、この15年間、離乳期乳児の栄養・食事につ

いて改善された余地はあまり見られない。 厚生省では9，

保育所における離乳の進行は、標準的な発育を示す乳児

については「離乳の基本」りを参考にし、これに基づい

て基準案を作るよう示唆している。この基本によると5

カ月1回食、6～8カ月2回食、9カ月以降3回食とな

る。1日2～3回食の中、1回を家庭で与えるとすると

、9カ月から1～2歳児食に移行するまでの間は保育所

で2回の食事の供与が望まれる。

6，離乳食から1～2歳児食への移行時期

　児童福祉施設給食の手引きm，によると、保育所給食

の分類は3歳未満児食と3歳以上児食とに大別され・3

歳未満児食はさらに調乳・離乳食・1～2歳児食とに分

類され、対象児の発育段階に適応した調理法により行わ

れなけれぱならないとされている。離乳食から1～2歳

児食へ移行する時期にっいては、特に行政指導は行われ

ていない。そこで、実際に1～2歳児食にいつ頃移行さ

せているかを調査した。その結果を表6に示す。

表6　1～2歳児食への移行時期

月齢（カ月）　実数（カ所）　比率（％）

本」において、離乳の完了を満1

歳煩としているためであろう。11

カ月がこれに続いていた（19．9％

）。そして85．8％の保育所では移

行時に調理法や切り方などの配慮

をしていた。

　0歳児保育の開始時期および0

歳児数と1～2歳児食への移行時

期との関係をみると、0歳児の受け入劃時期が早いほど

、また、乳児数が少ない場合に1歳未満に移行させてい

た割合が高く、栄養士のいないところはいるところに比

ぺ、同様な傾向がみられた。

　山城らは家庭における離乳食の進め方を棟討している

が田、乳児の咀咽行動を考慮して、離乳の完了をr離

乳の基本」に示されている月齢よりも遅くすることを提

案している。0歳児の人数が多い場合には、保育所にお

いても家庭における場合と同様に、1離乳完了時の食事の

内容を充実させて、1～2歳児食への移行を遅らせるこ

とも一法であると考える。

　8

　10

　11

　12

13～15

16～18

　5

28

47

125

27

　4

2．1

11．9

19．9

53．O

U．4

1．7

7．離乳食の栄養基準・献立・離乳食調理

　離乳食の献立作成についての調査結果を表7に示す。

離乳食の献立を作成していたところは46．8％、約辛数の

ところは、特に献立を作成せずに離乳食の調理が行われ

ていた・行政指導によると、乳児の栄養量の基準につい

てはr乳児ごとの月齢階級別栄養所要量」を用い、’保育

の実態に合わせた取扱をすることとされている9，。調査

対象の中、栄養基準に基づいて献立を作成していたとこ

ろは僅かに1／4、大半は経験に基づいたり、適宣調理さ

れていたのが実情であった。

　離乳食の栄養基準・献立の有無と栄養士の配置状涜と

の閲係をみると、両者の間に明らかな差はみられなかっ

た。しかし、0歳児を受け入れる月齢が3～5カ月未満

のところは、3カ月未満および5カ月以降のところに比

べ、栄養基準に基づいて献立を作成していた割合が高く

、幼児食を適宣取り分けていた割合が有意に低かった（

κ2検定pく0。001） 。0歳児数⇒沙ないところでは、

表7　離乳食の栄養基準・献立

保育所によって数カ月の幅

をとっていた。早いところは

8カ月、遅いところは18カ月

であったが、12カ月に移行さ

せるところが一番多かった（

53．3％）。これはr離乳の基

実数（カ所）　比率（％）

栄養基準に基づいて献立を作成

基準はないが、経験に基づいて献立を作成

1～2歳または3～5歳児食を適宣取り分ける

特に献立表はない

61

56

127

　6

24．4

22．4

50．8

2．4
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幼児食を適宜取り分けていたところが約60％、栄養基準

に基づいて献立を作成していたところは18％であった。

0歳児数が6～10人およぴ11人以上のところでは、栄養

基準および献立表に基づいていたところがそれぞれ33・8

％、43．8％で、幼児食を適宜取り分けていところは約1

／3前後であった。0歳児数と栄養基準・献立作成との間

に有意性が認められた（κ2検定p＜0．05｝。

　離乳食調理について複数回答で調査し、その結果を表

8に示す。約半数のところは離乳食専用に調理する・ま

たは、1授2歳および3～5歳児食から一部を転用して

いた。全体の1／3のところは殆ど幼児食を利用しており

　ベビーフードを利用していたところは1／6に過ぎず、

その殆どのところはたまに利用していた程度であった。

　0歳児数の少ないところは多いところに比べ、離乳食

専用に調理する割合力紙く、殆ど幼児食の利用する割合

が高かった。また、栄養士が配置されていないところで

もこのような傾向が観察され、このような場合、ペビー

フードの利用率が幾分高かった。

　大江は保育給食についてさまざまな課題を述べている

が9，、今回の調査から保育所における授乳・離乳の進め

方についても種々の検討課題が指摘された。今後、さら

に特別区および政令市における保育所について調査を行

い、0歳児保育の質的向上に役立っ資料を作成したい。

表8 離乳食の調理

鰍
1）厚生省児童家庭局：保育所保育指針、1992、日本保

　育協会．

2）日本保育協会編：全国保育所名簿、1988、 日本児童

　福祉協会．

3）日本総合愛育研究所編＝日本子ども資料年鑑、p．41

　4、1992、Krc中央出版．

4）厚生省児童家庭局；．母乳推進運動について、1985

5）厚生省児童家庭局母子衛生課監修＝平成2年乳幼児

　身体発育値調査結果報告書｛p．48、1991、母子衛生

　研究会．

6）水野清子他：保育所における零歳児の給食について

　　、日本総合愛育研究所紀要、第16集、133～143、

　　1980、

7）今村栄一編＝離乳の基本、p．25、 1981、医歯薬出版

　株式会社．

8）二木　武他：乳児期における離乳の進め方と液状離

　　乳食等の効果に関する研究、厚生省心身障害研究（

　　母子保健システムの充実・改善に関する研究）報告

　　書、52緬30、1989，
9）大江秀夫：保育所（園）給食について、日本医師会

　　雑誌、100（9）、1458～1461、1993・

王0｝厚生省児童家庭局母子衛生課監修＝児童福祉施設給

　　食の手引き、．p。46、1987、日本児童福袖給食会

　　　　　　　　1D山騰郎他；現代にマッチし

実数（人） 比率（％）

離乳食専用に調理

1ん2歳、3ん5歳児食から一部転用

殆ど1～2歳、3～5歳児食を利用

ベビーフードを利用

　　たまに利用

　　週に1～2回利用

　　週に3～4回利用』
　　 ほどんど毎日利用

　　不明

144

155

84

43

32

2
0
5
4

55．4

59．6

32．3

16．5

　82．1

　　5．1

　　0
　12．8

た離乳食の検討、厚生省心身障

害研究（少死化時代に対応した

母子保健事業）報告書、1994．
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